様式第１号（第３条、第４条、第６条関係）
事業計画（成績）書

Ⅰ　事業の目的
Ⅱ　事業の内容及び計画（又は実績）
農業・食品産業強化対策整備交付金の対象となる事業の内容等
	市町村名
	事業実施
主体名
及び
地区名
	取組名
及び
対象作物・畜種等名
	受益
	事業内容
（工種、
施設区分、
構造、
規格、
能力等）
	事業量
（単価、
回数、
基数、
台数、
面積等）
	成果目標
	しゅん工予定
又は
完了予定年月日
	総事業費
(A)+(B)+(C)
	負担区分
	備考

	
	
	
	戸数
	面積、
出荷量、
処理量、
頭羽数
	
	
	
	
	
	県交付金
(A)
	市町村費
(B)
	その他
(C)
	

	
	
	
	戸


	ha

	
	円／㎡
㎡
棟
	
	年　月　日
	円


	円


	円


	円


	除税額　円
うち県交付金　円



	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	事業費
	
	
	
	
	
	
	

	
	附帯事務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	


（注） 1　「取組名」の欄については、国実施要綱別表１のⅠ産地基幹施設等支援タイプ（第３関係）のメニューの欄から該当する取組名を記入すること。
2　「対象作物・畜種等名」の欄において、土地利用型作物で種子生産を対象に事業を実施する場合は、作物名の後に種子と記入すること。複数作物にあっては併記すること。
その他、作物の限定のない取組にあっては記入不要とする。
3　「成果目標」の欄については、「政策目標」に対応した具体的な目標及びその目標数値を単年度の内容で記入すること。

4　「完了年月日」の欄において、当該年度で完了しない複数年度の事業である場合、総事業費と負担区分の欄には、当該年度のものが分かるように記入すること。
5　事業内容によって交付率が異なる場合は、交付率ごとに区分して記入し、「備考」の欄にその交付率を記入すること。
6　備考欄には、事業実施主体ごとに、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円うち県交付金○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には小計及び合計の欄の備考の欄に合計額（「除税額○○○円うち県交付金○○○円」）を記入すること。
7　対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部について、融資を受ける場合には、「融資該当有」と記入の上、別紙様式を作成し、添付すること。
8　事業成績書の添付資料として、経理状況を示す契約書、支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し、事業実績内訳明細書（別紙）及び事業実績が確認できる写真等を添付すること。
Ⅲ　経費の配分及び負担区分
	区分
	総事業費
(A)+(B)+(C)
	負担区分


	備考



	
	
	県交付金
(A)


	市町村費
(B)


	その他
(C)


	

	事業費

附帯事務費


	円

	円

	円

	円

	

	合計
	
	
	
	
	


Ⅳ　事業完了予定（又は完了）年月日
年　　月　　日
Ⅴ　添付書類

(1) 交付申請時
①実施計画書
②その他市長が指示した資料
(2)実績報告時
①出来高設計書
②その他市長が指示した資料

